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※　本稿は，2019 年 3 月 20 日（水），法政大学市ヶ谷キャンパス外濠校舎 S405 教室にて開催された大原社会問題研








孫三郎は，さまざまな社会文化事業に寄付をしています。その数は 130 件を超え，総額では 480
















































































利益をあげ 6 割配当までした倉敷紡績も，1920 年代になると，反動恐慌，金融恐慌，大恐慌と，経




この問題が最終的に決着したのは，研究所の廃止問題が浮上してから 8 年余も経った 1936 年

























なってしまったのです。1945 年 5 月 24 日・25 日のことでした。東京大空襲というと 3 月 10 日
が良く知られていますが，これは人的被害の大きい下町大空襲でした。しかし，5 月 24，25 日は，
B-29 が 500 機ずつの 2 波に分かれて山の手を襲い，20 数万戸が焼かれました。法政大学も，この
空襲でほぼ全焼したのです。大原研究所は，事務所と 10 数万冊の図書・資料をおさめた書庫を焼
失し，土蔵だけが焼け残りました。この研究所焼失のようすは，当時，研究所に住み込んでいた大
内兵衞が「大原社会問題研究所炎上記」に，詳しく書き残しています（初出『世界』1953 年 8 月，大


















法研究会には森戸や大内も加わり，1945 年 12 月に「憲法草案要綱」を策定しています。この憲法
研究会の「憲法草案要綱」が日本国憲法制定にあたって大きな影響力をもったことは，映画《日本
の青空》でご存知の方も多いと思います。高野が憲法問題を重視した背景には，ウエッブ夫妻の影
響があります。高野はウエッブ夫妻の著作を何冊も翻訳させていますが，その中に A Constitution 


















大内兵衞もまた，敗戦前の 1945 年 4 月から，渋沢敬三日銀総裁に招かれて，日銀調査局顧問と
なり，戦後に備えて，第一次大戦後のドイツのインフレや，国際通貨協定の研究を進めていまし














1946 年 5 月，研究所は，駿河台の政経ビル（旧東亜研究所ビル）の一室で業務を再開しました。
この激動の時代における研究所についても，検討すべき課題は多いのですが，今回は省きます。創
立 70 周年の折に関係者に集まっていただいて開いた「座談会・《政経ビル時代の思い出─戦後初





まった義済会の年 3 万円の助成は 1946 年で終わりました。同年暮には大原総一郎から 3 万円の寄
























































もない話で，関係者相談の上，合併の運びとなりました。1949 年７月 29 日，両者は「合併覚書」
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 大原社会問題研究所の 100 年  （二村一夫）
を取り交わし，研究所は８月 23 日に法政大学図書館の一室に移転しました。同年 10 月 16 日，財
団法人大原社会問題研究所としては最後となる委員会が大内兵衞宅で開かれ，財団法人の解散と法


















































だけでした。しかし第 23 集からは，第 1 部労働者状態，第 2 部労働運動，第 3 部労働政策の 3 部
構成に復帰しました。年鑑の発行所は第 22 集は第一出版，第 23 集から 28 集までは時事通信社，
第 29 集から第 35 集まで東洋経済新報社でした。このように出版社が頻繁に変わった一因は，編
集・採算の両面で問題を抱えていたからです。年鑑ですから，運動の発展にともない採録すべき事
項は増えました。しかし編集体制が弱体で，原稿のチェックが不十分だったため，ページ数は増加
の一途をたどり，第 30 集は 780 ページを超えてしまいました。このため出版コストは上昇し，売
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雄司書が退職し，代わって是枝洋が 1965 年に入所しました。同年，中林賢二郎が兼任研究員とな








1969 年に大原社会問題研究所は創立 50 周年を迎えました。大島所長はこれを記念する事業に力
を入れ，朝日新聞社の協力を得て，記念講演会と展示会を開きました。講演会は 5 月 22 日，有楽
町の朝日講堂に満員の聴衆を集め，大島清所長，美濃部亮吉東京都知事，大内兵衞元法政大学総
長の 3 人が講演しました。展示会は講演会の翌日から 6 日間，東急百貨店日本橋店（旧白木屋）で
「社会運動の半世紀展─圧制と民衆の抵抗」と題して開催されました。この展示会は研究所所蔵
の資料を時代順に配列し，日本の社会運動の歩みをたどったものです。連日 2000 人前後の入場者















義的な復刻とは一線を画するものでした。発行所は法政大学出版局で，1969 年 3 月に刊行した『新












前刊行の洋書は，点数が限られていたこともあって 1950 年代には整理を終え，1960 年に目録『A 










































































































移転に先立つこと 3 年前の 1983 年 4 月，研究所は新たな大型企画に取り組むことを決断しまし
た。『社会・労働運動大年表』全 4 冊の刊行です。1858 年の開国から 1985 年までの約 130 年間を







した。それでも企画から 4 年後の 1987 年 1 月には，本巻 3 冊・索引 1 冊の全 4 冊が刊行されまし
た。幸い『朝日新聞』の書評欄で大きく取り上げられるなど高い評価を得ることができ，第 1 回冲
永賞も受賞して，研究所の「財産」として後世に残る仕事になったと思います。版元の労働旬報社
の努力もあって，売れ行きは良好で，版を重ねました。さらに 1995 年には，本巻 3 冊を 1 冊にま
とめ，1994 年までの 9 年間を増補した『新版社会・労働運動大年表』を刊行，これまた好評を得ま





移転を翌年にひかえた 1985 年 7 月，故向坂逸郎旧蔵図書・資料約 8 万冊の寄贈について，有沢
広巳前総長を介し，向坂ゆき夫人から申し出を受けました。これほど大量の蔵書について，すぐに
「頂きます」とご返事出来たのも，多摩移転によって広い書庫の確保が確実になっていたからでし

















移転に先立ち，組織改革についても検討が進みました。1983 年 6 月 8 日，研究所理事会及び評
議員会は，「多摩校地への移転を機に，法政大学付置研究所に改める」との将来方針を決定しまし
た。最終的には，1986 年 1 月 31 日に臨時理事会および評議員会を開き，「財団法人法政大学大原社
会問題研究所を解散し，残余財産を学校法人法政大学に寄付すること」を全会一致で決定したので
す。同日付で監督官庁である文部省に財団法人の解散を申請し，同年 3 月 13 日付けで文部大臣の
認可が得られました。これにより，1986 年 3 月末日をもって財団法人大原社会問題研究所は解散し，








それまでの専任研究員 3 人と兼担研究員 5 人の体制から，専任研究員 3 人・兼担研究員 7 人・兼任
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移転・改組に先立つ 1984 年，それまで論文 1 本と「労働日誌」だけだった『研究資料月報』の改








































問題文献データベースの作成と利用に関する研究」と題するテーマで，3 年間で 3000 万円の特別助
成を得たのです。これにより研究所のパソコン使用は一気に拡大しました。その後も，1991 年度
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開，『社会・労働運動大年表』のデータベース化など，研究所サイトは内容を充実して行きました。

































わけ 2007 年 3 月にボストンで開かれた〈アジア研究学会〉では，「日本研究の研究資源および研究
対象としての大原社会問題研究所」をテーマとするセッションを組織し，自ら司会をされたのでし
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まず 1995 年 1 月と 5 月に多摩キャンパスで《日韓交流シンポジウム・韓国労使関係の現在》が開か











なお，1987 年 10 月に，嶺学研究員の提案により，その年の ILO 総会で討議されたテーマについ
て，ILO 総会の日本側の政労使それぞれの参加者による報告をもとに討議する「国際労働問題シン
ポジウム」を開始しました。このシンポジウムは，その後も毎年続けられ，2018 年 10 月には第 31
回に達しました。
●21世紀の大原社会問題研究所





21 世紀に入ってからの研究所の活動方針は，2002 年 12 月に策定された「中期計画」〈21 世紀に
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出しましたが，当初は「専門研究誌」というのもおこがましい状態でした。しかし，次第に内容を


















は，単行書の刊行です。戦後の《研究所叢書》の第 1 号は 1984 年の『現代の経済構造と労使関係』
ですが，現在では 41 点に達しています，この 41 冊のうち 28 冊は，私の退職後に出たものです。
また，《ワーキングペーパー》も，現在まで 56 点出ていますが，うち 48 点は，この 20 年間に刊行
されたものです。研究活動の活性化は，こうした数字にも示されていると思います。
開かれた研究所の一環として新たに始まった活動に《大原社研シネマ・フォーラム》があります。 
2011 年 12 月，研究所の存在を，法政の学生や地域住民の方々にも広く知っていただくために企画
されたものです。一般には，あまり観る機会のない社会問題関連の映画を，解説つきで鑑賞する




ズ」が研究所へ移管され，2013 年 4 月 1 日から「大原社会問題研究所・環境アーカイブズ」となっ
たことです。これにともなって，任期付専任研究員１人のほか研究補助者が増員となりました。環
境アーカイブズは，内外の環境問題や環境政策，環境運動に関する資料を散逸させることなく収
集・整理・公開することにより，学問研究や社会教育のために役立つことを目的としています。
　おわりに
あっちへ跳び，こっちへと跳びと，雑多な話を盛り込んだ講演になってしまいました。触れ得な
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かった問題も少なくありませんが，研究所 100 年の，おおよその歩みはたどることが出来たのでは
ないかと思います。もし大原孫三郎が健在で，彼の名を冠した研究所が 100 年を迎えたことを知っ
たなら，どのような感想をいだくでしょうか。「大金を投じ，世間の批判も招いたが，造っておい
て良かった」と思っていただけることを願っています。
最後になりましたが，もうひとつ，お一人お一人お名前を申し上げることは出来ませんでした
が，100 年の間に，さまざまな場で，研究所を支えてくださった皆さまにお礼を申し述べたいと思
います。なかでも，研究所の出版活動を支えてくださった同人社，栗田書店（第一出版），時事通
信社，東洋経済新報社，法政大学出版局，とりわけ半世紀余にわたって『日本労働年鑑』を刊行し，
『社会・労働運動大年表』などの大型企画をいくつも提案し，刊行してくださったかつての労働旬
報社，いまの旬報社の関係者各位に心からお礼を申し述べたいと思います。皆さまのご支援がなけ
れば，大原社会問題研究所の今日はありませんでした。あらためて皆さまのお力添えに感謝し，私
の話を終わります。（拍手）　
